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1 大声射実生産の経済 CLarge-scaleEconomies within a firm 以下，i:I'に
「大規模経済」という。〉。単一企業が生産規模を拡大することによって追加的













地域的集積を n (上の仮定では単位は企業数であり， η~NJ，企業の単独生
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産性(集積単位あたり付加価値〉をg，集積利益をAとおけば，地域の生産性
(地域内集積単位あたり付加価値)y(n)は
y(n) = Y(n)1η = (ng+A(n)) In = g+A(n)ln = g十α(n)
となる。より集積がすすむ時に，限界的集積利益が平均集積利益主上回れば


















Y = F(n; K，、L)
と表現する υ さらに，地域的集積 nが一次同次の生産関数 f(K，L) にヒッグ
ス中立的な効果を与えると考えると，
Y = g(n)f(K， L) 
となる。ここで dg(n)/dn> 0ならば，正の集積利益が存在することになる。



































、!b)全ての生崖単位で同ーの技術が利用される。(0)生産開並立は 次向次 Eゐる。 /d)資本と
封働の二つの投入要素が存在する。 !e)製品市場および投入要素市場はどの SMSAにおいても
完全に競争的である.J(p. 158) との仮定がおかれている。 ここから〈付加価値一現金給与総
額〉を(資本収益率×資本ストック〕とした。 (rK=V-wL ここに， 川ま資本収益率，Kは
資本ストック，Vは付加価値札叫ま賃金水準，Lは雇用者数であるJ次に rK/Lと V/L0) 
聞の考えうる関係のなかから，回爆の回帰係数の高さを基準として，




V!L ~ a('K!L) + b ~ a(γK/L) + d + A(POP) 
とおいた。ことで ACPOP)について人口。一次式および三次式を想定して，推計している。








は a 都市の変数であることを示す.)柑~~'十された b をみたす瓦IL の人口に関する上昇率と g O)
人刊に関する土昇率の対応を， s= l/(l+のがO.5~O.9の場合について， γ ミュレートした。 g
が変化しないとした時の K/L0)上昇率はきわめて大きかった。つぎにj 実際に K/Lがどれだ
け上昇しているかを詞ベた。 cεs関数では.K!Lのt丹の度合いほj







pQ/ H = pg(n)R-'(RK/ H)'，NP H/ H)ぺH/N)山十1
となるべ ιιに，Qは生産量，Rは資本収益率，Kは資本量，Hは生産労働
時間，NPIIは不生産労働時間，Nは事業所数であり， β，ω， Tは，それぞれ












と想定したm ここに， Qは実産出たいし付加価値，sは都市規模に闘す6ダミー Cほ都市属也
のベクトル，Kは資本ストック，Lは雇用者数，qは昔f曲に質を表わす。添字 zは都市zの変数





In Q/L ~ n + blnSIZE+ c1nREGION 十dlnMINING+ eln(K/L) + flnL 








1983， p. 530，) 





















7) Carlino. p. 365 
8) loc. cit. 
9) Carlinoは修正 CES関数による規模に関する係数を地域別に時系列デ タによって求めた桂，
その推計値をまず人口の2次式に回帰させた。結果は良好でなく，ここから，人ロは産業集積利
益の代理変数として不適当であるとした。次に，上述の 4つり代理変主主への回帰を試みたDであ
る。こうした二段骨の手続きをおこなったのは， グ戸スセク γ ョン分析では技情伝播白地域的時
間差の膨響が大きいと考えたからである。 Carli曲目方法に対しI Moomaw 1983は，時系列デ
ータをもちいて規模に関する冊数を推計する時，ヒックス中立的生産性が推計作業において制約
きれない以上，この方法ηE当性は明白ではないとしている。
10) Moomaw 1983， p. 525 


























11) 主主々のラ タにあっては，人口の対数 1，.POPと総事業所教の対数 lnNALLの相関係数は，
0.98であった。
12) Carlino， p.370. 















所数 N，同従業者数，同有形固定資産Kは， I工業統計表 産業編」からとっ

















Y = F(n; K， L) = A(K"U-.つ)， = A瓦ω'L'句1 心
とお〈。 ζ こに，rは規模に関する同次係数である。変形して，
Y/L = A(K/L)"'U-' 
となる。これを対数変換して，回帰式







Y = g(n)K'U-' 
とお<0ここに， g(めは， ヒッ F月中立的生産性が，地域特化および都市化
の経済によって変化することをあらわしている。これを g('の=AN'POP'と特
定化し，上式に代入して，変形すれば，
Y/L = A(K/L)"N'POP' 
となる。対数変換して，回帰式












ln(YjL) = a + b ln(K/L)十 cln(L/N)十 dln N + e ln POP 
を推計した。









あらわすことにした。当該 z地減，当該j産業の事業所数 N;jを，当該 z地域
の全事業所数 NALLι で除したものを分子に，全国の当該j産業の事業所数












YjL = A(KjL)"LOC'U" 
対数変換して，回帰式
10(YjL) =α+ b 10(Kj L) + c 10 LOC + d 10 U 
を推計した。
〔邑) g('のについてC4)と同じく特定化L C 3)と同様に平均事業所規模
を説明変数に加えたものである。推計された回帰式は，











推計された係数から導かれる yの値は， l .ü7~1.24 であった。 10忽有意水準で
正の値をとるも白が他に i産業 (r=1.12)あった。食料品では負を不したが，
あまり有意とは言えないものであった。残りの 7産業では， rは， 1.02ないし
1.12であった。製造業全体士対象に推計した結果ほ，
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第 1衰推計結果 (括弧内は. t値〉
番号 L K(L L/刊 N POP LOC u R宜 RN• pop串本;数
18~19 1主料品製造業 0.86 47 
(1Jー0.02 0.67端 0.63 
(0.98) (8.51) 
(2) 0.50申 -0.31中 0.35* 0.72 
(6.23) (3.67) (3.75) 
(3) 0.49本 0.06 -0.31牢 0.34* 0.72 
(5.70) (0.31) (3.65) (3.57) 
(4) 0.56キ -0.23串 0.08 0.71 
(7.36) く3.01) (1.00) 
(5) 0.53市 0.13 -0.25申 0.05 0.71 
(6.36) (乱65) (3.05) (0.51) 
20 繊維工業 0.38 47 
c1l 0.24* 0.22+ 0.51 
(5.75) (1.84) 
(2) 0.23地 0.24* 0.09* 0.65 
(2.29) (6.54) (1.74) 
(3) 0.28* -0.21+ 0.23本 0.07 0.67 
(2.73) (1.74) (6.25) (1.34) 
(4) 0.14 0.24キ 0.51キ 0.55
(1.15) (5.41) (4.53) 
(5) 0.21 一0.23 0.23* 0.43* 0.58 
(1.68) (1.67) (5.11) (3.58) 
21 衣服，その他の繊維製品製造業 0.45 47 
(1) 0.08 0.75* 
(1.67) (7.13) 
0.56 
(2) 0.60* 0.06 0.12キ 0.61 
(5.14) (1.08) (2.08) 
(3) 0.58* -0.42* 0.04 0.15申 0.66 
(4.24) (2.34) (0.75) (2.58) 
(4) 0.56* 0.12本 0.48串 0.68
(5.33) (2.28) (4.49) 
[5) 0.53ホー0.22 0.11-1' 0.45申 0.69
(4.88) (1.29) (1.93) (4.11) 
22 木材，木製品製造業〔家具を除く〉 0.52 47 
じ1l 〈0Z05〕 O 42本 0.44 (5.88) 
(Z) 0.36端 0.09申 0.16事 0.63 
(5.96) (2.67) (4.75) 
[3) 0.36キ -0.02 -0.09申 0.17申 0.64 
(5.89) (0.24) (2.65) (4.68) 
(4J 0.35市 -0.09キ 0.10 0.59 
(5.38) (2.20) (1.31) 
(5) 0.35申←0.03 -0.09* 0.10 0.59 
(5.38) (0.32) (2.18) (1.35) 
80 (460) 第l田巻第6号
第 E妻推計結果(続き〕
番号 L K/L L/N N POP LOC U R2 RN. POP標本数




(2) 0.31* 0.01 0.14* 0.36 
(314) (0.30) (2.33) 
(3) 0.29本 0.23+ -0目01 0.14申 0.41 
(2.96) (1.84) (0.33) (2.35) 
(4) 0.28* 〈0z0 O26*037 
(2.78) ヨ) (2.69) 
(5) 2.25市 0.26* 一〈0Z04〕 027*045 
(2.53) (2.18) (2.92) 
24 パルプ，紙，紙加工品製造業 0.78 47 
(1) 0.14* 0.16+ 0.28 
(3.03) (1.94) 
(2) 0.23* 0.03 0.15 0.28 
(2.80) (0.40) (1.54) 
(3) 0.08 0.30+ 0.06 0.15 0.34 
(0.72) (1.91) (0.79) (1.50) 
(4) 0.26* 0.04 0.35* 0.29 
(3.17) (0.53) (2.97) 
(5) 0.08 0.36* 0.08 0.41申 0.37
(0.76) (2.32) (1口3) (3.53) 
25 出版，印刷，同関連産業 0.92 47 
[1J 0.14* 0.30事 0.60 
く5.25) (4.46) 
(2) 0.3リ市 0.10 0.06 0.52 
(4.14) (1.36) (0.61) 
l3J 0.30地 0.46* 0.04 0.10 0.64 
(4.52) (3.05) (0.61) (1.02) 
l4J 0.27市 0.07 0.33* 0.55 
(3.58) (0.79) (3.36) 
l5J 0.28* 0.46* 0.02 0.27* 0.63 
(4.02) (3.02) (0.25) (2.92) 
2~ 化学工業 0.76 45 
C1J 0.10申 0.29* 0.30 
(2.15) (2.44) 
(2J 0.26* 0.14+ 0.13 0.42 
(2.44) (1.77) (0.98) 
(3) 0.33申 -0.21申 0.20榊 0.05 0.28 
(3.07) (2.11) (2.43) (0.36) 
C4J 0.32* 0.15卜 0.341- 0.38 
(2.91) (1.80) (2.00) 
(5) 0.37キー0.21+ 0.21* 0.28+ 0.43 
(3.41) (2.00) (2.40) (1.70) 
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第1表推計結果(続き〕
番号 L K(L L(N N PUP LOC U R~ R N• POF' 標本型
27 右油製品，右炭製品製造業 0.57 18 
(!) 0.05 0.20 0.19 
(0.33) (1.20) 
[2l 0.16 0.25 ー0.24 0.25 
く1.14) (0.95) (1.02) 
[3l 0.21 0.09 0.28 -0.30 0.26 
(1.16) (0.42) (0.99) (1.07) 
[4l 0.11 0.38 -0.02 0.34 
(0.80) (1.76) く0.05)
[5l 0.17 一0.14 0.43+ -0.14 0.36 
(1.04) (0.72) (1.89) (0.38) 
28 ゴム製品製造業 0.77 39 
(1) 0.12ヰ 0.40キ 0.69 
(2.95) (5.28) 
[2l 0.47キ 0，08 0.01 0.64 
(6.23) (L03) (0.13) 
[3l 0.39痢 0.18申 0.10 0.02 0.70 
(5.07) (2.54) く1.29) (0.17) 
[4l 0.46キ 0.07 0.34附 0.69
(6.78) (1.00) (2.78) 
[5l 0.39* 0.17キ 0.07 0.31* 0.74 
(5.58) (2.47) (1.11) (2.69) 
29 なめしがわ，同製品，毛皮製造業 0.54 33 
(1) 0.05 0.48ホ 0.69 
(0.86) (6.75) 
[2l 0.48キ 0.06 -0.01 0.70 
(7.01) (1.02) (0.14) 
[3l 0.48ぉ -0.02 0.05 -0.01 0.70 
(6.55) (0.21) (0.88) (0.12) 
[4l 0.44キ 0.06 0.25端。73
(6.80) (1.13) (2.10) 
[5l 0.44* σZ 04〉 。.06 0.25+ 0.73 (6.22) (1.07) (2.01) 
30 窯業，土石製品製造業 。ー75 47 
(1) 0.08キ 0.44* 0.58 
(2.29) (7.28) 
[2l 0.43* (Oz U6〉 0.12+ 0.60 
(6.93) (1.79) 
[3l 0.39* 0.21 0.05 0.12+ 0.62 
(5.96) (1.50) (且69) (1.84) 
[4l 0.42* 0.19 0.22ヰ 0.60
(6.85) (0.27) (2.42) 
[5l 0.38キ 0.26+ -0.06 0.12 O.6:J 
(5.88) (1.84) (0.75) (1.13) 
82 (462) 第1，9巻第6号
第 1表推計結果〈続き〉
番号 L KjL LjN N POP LOC U R2 RN.回 p 標本数
31鉄鋼業 0.85 42 
[1] 0.03 0.30キ 0.33 
(0.79) (3.61) 
(2) 0.32事 0.01 0.03 0.33 
(4.00) (0.08) (0.19) 
(3) 0.27本 0.09 -2 0.03 0.34 
(2.72) (0.88) (0.01) (0.22) 
(4) 0.31串 -0.03 0.24 0.37 
(4.14) (0.38) (1.62) 
(5) 0.26本 0.09 0.05 0.23 0.38 
く2.78) (0:89) (0.60) (1.59) 
32 非鉄金属製造業 0.82 32 
[1] 。.12+ 0.26+ 0.24 
(1.86) (1.92) 
(2) 0.33宇 0.17 -0.16 0.19 
く2.38) (1.26) (0.84) 
(3) 0.21 0.22+ 0.17 一位15 0.28 
(1.39) (1.84) く1.37) (0.82) 
(4) 0.32キ 0.16 0.03 0.20 
(2.34) (1.26) (0.14) 
〔白 0.19 0.23 0.18 0.03 0.29 
(1.33) (0.92) (1.51) (0.14) 
33 金属製品製造業 0.89 47 
[1] 0.11事 0.35* 0.36 
(3.03) (2.04) 
〔幻 0.45キ -0.01 0.21+ 0.39 
(2.71) (0.13) (1.70) 
(3) 0;35申 0.42+ -0.07 0.31事 0.43 
(2.03) (1.70) (0.84) (2:33) 
(4) 0.46* 0口3 0.34* 0.40 
(2.71) (0.35) (3.12) 
(5) 0.43ヰ 0.16 0.01 0.35* 0.40 
(2.34) (0.68) (0.12) (3.17) 
34 一般機被器具製造業 0.8日 45 
c1l 0.11申 0.39* 0.52 
(3.24) (2.92) 
(2) 0.48* 0.07 0.03 0.49 
(3.28) (1.16) .(0.38) 
(3) 0.38宇 0.39キ 0.04 0.06 0.5B 
(2.76) (2.92) (0.72) (0.75) 
〔心 0.45申 0.08 0.2C補 0.49
(2.46) (1.22) (2.14) 
(5) 0.36* 0.43'ド 0.03 0.23市 0.60
(2.56) (3.28) (0.44) (2m) 
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第1表推計結果(続き〕
番号 L K/L L/N N POP LOC U R' Rκ POP標本数
35 電気機械器具製造業 0，67 45 
(1) 0，12* 0，76キ 0，56 
(3，10) (5，26) 
(2) 0，78端 0.08 0，09 0.55 
(5.33) (1.46) (1.02) 
(3) 0.69キ 0.25 0.08 0.07 0.57 
(4，45) (1.40) (1.47) (0.72) 
(4) 0.76* 0.12端 0.28キ 0.55
(5.11) (2.19) (2.09) 
(5) 0.67* 0.28 0.11申 0.25* 0.58 
(4.19) (1.63) (2.06) (1.87) 
36 輸送用機械器具製造業 0.79 47 
(n 0.11本 0.17 
(2，80) (1.35) 
0.25 
(2) 0.23+ 0.151- -0.-04 0.23 
(1.80) (1.74) (0.24) 
(3) 0.14 0，15 0.11 -0.03 0.25 
(1.02) (1.05) (1.25) (0.22) 
(4コ 0.21+ 0.16キ 0.35申 0.29
(1.74) (2.14) (2.15) 
(5) 0.17 0，08 0.14 0.32+ 0.30 
(1.22) (0.53) (1.64) (1.81) 
37 精密機械器具製造業 0.47 34 
(1J 0.15キ 0口9 0.39 
(3.83) (0.63) 
(2) 0.12 0.15ヰ 0.18 0.39 
(0.83) (2.31) (1.58) 
(3) 0.10 0，33舟 0.10 0.18 0.46 
(0，71) (1，95) (1.50) (1.68) 
(4) 0.07 0.15キ 。‘61* 0.47 
(0.54) (2.97) (3.80) 
(5) 0.07 0.28+ 0.12'" 0.37* 0.49 
(0.54) (1.73) (1.90) (2.26) 
39 その他の製造業 0.83 34 
(JJ 0.10本 0.36キ 0，65 
(2，98) (3，96) 
(2) 0.33キ 0.2伊 -0.時十 0.68 
(3.70) (3.20) (1.81) 
(3) 0，34申 0，07 0.21申ー0.161 0.68 
(6.56) (0，34) (2.99) (1.79) 
(4) 0.27* 0.20十 0.21キ 0.73
(3.16) (3.49) (2.56) 
(5) 0.28* -0.04 0.21事 0.21寧 0.73
(3.04) (0.22) (3.14) (2.49) 
。28〉 鉄z鋼はは業103に南6水つ落準いちてで零は有を意あ異，ら常わキ値はす.25個%水を除準いでて有意あでる.あることをあらわす.

































係数がEの値をとるものは 7，負の値をとるものは 6産業であった。 7産業で
はJO%水準で有意の変数となった。 4産業(家具，紙・パルプ，ゴム，精密機




ln(Y!L) = -0.61十0.391n(K!L)+0.291n(L!N) +0.111n N 
(4.50) (1.47) (1.24) 







その他の製造業 ;Cニ0.12~0.24)，有意水準 10%で正の値をとるものが他に 1
産業(化学;'=0.15)あった。負の値をとる 3産業のうち 2産業(食料品，
木材・木製品 ;C=-0.09~-0.2めでは，有意水準 5% で負の値をとった。
「都市化係数JU (対数)にかかる係数は， 19産業で正であった。うち，有意




ln(YjL) = -2.05 +0.401n(KjL)十O.221nLOC十O.361nU R'=O.66 
(5.90) (2.45) (4.78) 
となった。 r地域特化係数JLOCにかかる係数 r都市化係数JUにかかる




値をとるものほ 7 産業 (γ= 1.17~ r.46) ，有意水準10%で負の値をとるものは 1
産業(化学:7=0.79) であった。 20産業中，正の値をとるものは 11産業， 負
の値をとるものは 6産業であった。
製造業を一括して推計して，回帰式
ln(Y/L) = -4.84 +0.151rr(K/L) +0.261n(L/N) +0.171n(LOC) 
(4.42) (1.49) (1.71) 
十0.321nU R'=0.67 
(4.09) 
を得た。 i地賦特化係数jLOC にかかる係数は10%水準で有意 i都市化係
数jUにかかる係数は 5%水準で有意である。平均事業所規模 L/Nにかかる
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